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アジア経済法令ニュース No.23-09 

 添付法令資料 1： 韓国相続税及び贈与税法施行令（目次） 

 添付法令資料 2： 中国行政単位財務規則（目次） 

 添付法令資料 3： 2023 年の最低賃金の決定に関する 2022 年 11 月 16 日付 

  インドネシア共和国労働大臣規則 No. 18（目次） 

 添付法令資料 4： 銀行保証に関して定めるベトナム国家銀行の通知（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2023 年 3 月 3 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 植物防疫法施行規則及び植物防疫法施行規則等の一部を改正する省令の一部

を改正する省令（農林水産省令第 10 号） 

23.02.24 公布／同日施行 

2 労働基準法施行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 14 号） 

23.02.27 公布／24.04.01 施行 

3 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令及び身体障害者補助犬法施行令の

一部を改正する政令（政令第 44 号）  

23.03.01 公布／一部を除き、24.04.01 施行 

4 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則の一部を改正する省令（厚生労

働省令第 16 号） 

23.03.01 公布／一部を除き、25.04.01 施行 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 农业农村部关于落实党中央国务院 2023 年全面推进乡村振兴重点工作部署的

实施意见 

23.02.03 公布 農業農村部 農発[2023]1 号 

2 国务院关于《长三角生态绿色一体化发展示范区国土空间总体规划

（2021—2035 年）》的批复 

23.02.04 公布 国務院 国函[2023]12 号 

3 国务院办公厅关于深入推进跨部门综合监管的指导意见 

23.01.13 公布 国務院弁公庁 国弁発[2023]1 号 

4 国家知识产权局办公室关于印发专利导航工程实施评价方案的通知 

23.02.07 公布 国家知的財産権局弁公室 国知弁発運字[2023]4 号 

5 军人军属法律援助工作实施办法 

23.02.16 公布 司法部／23.03.01 施行 

6 公开地图内容表示规范 

23.02.06 公布 自然資源部 自然資規[2023]2 号／同日施行 

7 不可靠实体清单工作机制关于将洛克希德·马丁公司、雷神导弹与防务公司列入
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不可靠实体清单的公告 

23.02.16 公布 商務部 不可靠实体清单工作机制公告[2023]1 号／同日施行 

8 新兴业态治理未成年人保护检察公益诉讼典型案例 

23.03.27 公布 最高人民検察院 

9 中共中央办公厅、国务院办公厅印发《关于加强新时代法学教育和法学理论研

究的意见》 

23.02.26 公布 中共中央弁公庁 国務院弁公庁 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 首次公开发行股票注册管理办法 

23.02.17 公布 中国証券監督・管理委員会令第 205 号／同日施行 

2 上市公司证券发行注册管理办法 

23.02.17 公布 中国証券監督・管理委員会令第 206 号／同日施行 

3 证券发行上市保荐业务管理办法 

23.02.17 公布 中国証券監督・管理委員会令第 207 号／同日施行 

4 证券发行与承销管理办法 

23.02.17 公布 中国証券監督・管理委員会令第 208 号／同日施行 

5 优先股试点管理办法 

23.02.17 公布 中国証券監督・管理委員会令第 209 号／同日施行 

6 北京证券交易所向不特定合格投资者公开发行股票注册管理办法 

23.02.17 公布 中国証券監督・管理委員会令第 210 号／同日施行 

7 北京证券交易所上市公司证券发行注册管理办法 

23.02.17 公布 中国証券監督・管理委員会令第 211 号／同日施行 

8 非上市公众公司监督管理办法 

23.02.17 公布 中国証券監督・管理委員会令第 212 号／同日施行 

9 非上市公众公司重大资产重组管理办法 

23.02.17 公布 中国証券監督・管理委員会令第 213 号／同日施行 

10 上市公司重大资产重组管理办法 

23.02.17 公布 中国証券監督・管理委員会令第 214 号／同日施行 

11 存托凭证发行与交易管理办法（试行） 

23.02.17 公布 中国証券監督・管理委員会令第 215 号／同日施行 

12 欺诈发行上市股票责令回购实施办法（试行） 

23.02.17 公布 中国証券監督・管理委員会令第 216 号／同日施行 

13 中国证券监督管理委员会行政许可实施程序规定 

23.02.17 公布 中国証券監督・管理委員会令第 217 号／同日施行 

14 境内企业境外发行证券和上市管理试行办法 

23.02.17 公布 中国証券監督・管理委員会公告[2023]43 号／23.03.31 施行 

15 重要货币市场基金监管暂行规定 

23.02.17 公布 中国証券監督・管理委員会 中国人民銀行公告[2023]42 号／
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23.05.16 施行 

 

第 3 ロシア 

1 電気エネルギーに関するロシア連邦法律第 36 条への変更の導入に関する

2022 年 11 月 21 日付ロシア連邦法律 No.461-FZ 

公布の日から施行 

2 ロシア連邦航空法典への変更の導入に関する 2022 年 11 月 21 日付ロシア連

邦法律 No.458-FZ 

公布の日から 180 日経過後に施行 

3 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

1 価格法を合一する合一文書 

国会事務局の 2022 年 7 月 8 日付第 15/VBHN-VPQH 号合一文書 

2 投資法を合一する合一文書 

国会事務局の 2022 年 7 月 8 日付第 10/VBHN-VPQH 号合一文書 

3 税関法を合一する合一文書 

国会事務局の 2022 年 7 月 8 日付第 12/VBHN-VPQH 号合一文書 

4 知的財産法を合一する合一文書 

国会事務局の 2022 年 7 月 8 日付第 11/VBHN-VPQH 号合一文書 

5 科学及び技術法を合一する合一文書 

国会事務局の 2022 年 7 月 8 日付第 13/VBHN-VPQH 号合一文書 

6 公共財産の管理及び使用法を合一する合一文書 

国会事務局の 2022 年 7 月 8 日付第 14/VBHN-VPQH 号合一文書 

 

第 5 韓国 

1 難民法施行規則一部改正令 

23.02.27 公布 法務部令第 1046 号／同日施行 

2 農水産物品質管理法施行規則一部改正令 

23.02.27 公布 海洋水産部令第 588 号／23.02.28 施行 

3 法人税法施行令一部改正令 

23.02.28 公布 大統領令第 33265 号／同日施行 

4 所得税法施行令一部改正令 

23.02.28 公布 大統領令第 33267 号／同日施行 

5 付加価値税法施行令一部改正令 

23.02.28 公布 大統領令第 33271 号／同日施行 

6 関税法施行令一部改正令 

23.02.28 公布 大統領令第 33275 号／同日施行 

7 畜産物衛生管理法施行規則一部改正令 

23.03.02 公布 総理令第 1868 号／同日施行 
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8 医療法施行規則一部改正令 

23.03.02 公布 保健福祉部令第 939 号／23.03.05 施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

1 Goods and Services Tax Act 1993 - Goods and Services Tax Act 1993 

(Amendment of Fourth Schedule) Order 2023 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 28 

Feb 2023 and comes into operation on 1 Mar 2023; No.S109/2023 

2 Regulation of Imports and Exports Act 1995 - Regulation of Imports and 

Exports (Amendment) Regulations 2023 

First published in the Government Gazette, Electronic Edition, on 1 

Mar 2023 and come into operation on 15 Mar 2023; No.S113/2023 

 

第 8 タイ 

1 中華人民共和国からの果物輸入条件についての農業技術局の告示 

23.01.23 制定／官報において告示された日（23.03.02）から 60 日経過後

に施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

1 INTER-AGENCY TASK FORCE FOR THE MANAGEMENT OF 

EMERGING INFECTIOUS DISEASES 

  RESOLUTION NO. 4-F, S. 2023 

  RECOMMENDATIONS RELATIVE TO THE MANAGEMENT OF THE 

CORONAVIRUS DISEASE 2019 (COVID-19) SITUATION 

23.02.13 付 

2 OFFICE OF THE PRESIDENT 

  ADMINISTRATIVE ORDER NO. 4, S. 2023 

  DIRECTING THE ABOLITION OF THE ONE-STOP SHOP 

INTER-AGENCY TAX CREDIT AND DUTY DRAWBACK CENTER, AND 

TRANSFERRING ITS ASSETS, LIABILITIES AND OBLIGATIONS TO 

THE DEPARTMENT OF FINANCE 
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23.02.20 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

3 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM CIRCULAR NO. 25-2023 

  CIRCULARIZING REPUBLIC ACT NO. 11314, ENTITLED “AN ACT 

INSTITUTIONALIZING THE GRANT OF STUDENT FARE DISCOUNT 

PRIVILEGES ON PUBLIC TRANSPORTATION AND FOR OTHER 

PURPOSES”    

23.02.20 付 

4 BANGKO SENTRAL NG PILIPINAS 

  CIRCULAR NO. 1168, S. 2023 

  AMENDMENTS TO THE REGULATIONS ON PERSONAL EQUITY 

AND RETIREMENT ACCOUNT (PERA) 

23.02.21 付／2023 年 1 月 1 日から直ちに施行 

5 OFFICE OF THE PRESIDENT 

  EXECUTIVE ORDER NO. 18, S. 2023 

  CONSTITUTING GREEN LANES FOR STRATEGIC INVESTMENTS 

23.02.23 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

6 DEPARTMENT OF LABOR AND EMPLOYMENT 

  LABOR ADVISORY NO. 02, S. 2023 

  PAYMENT OF WAGES FOR THE SPECIAL (NON-WORKING) DAY ON 

24 FEBRUARY 2023 

23.02.23 付 

7 BUREAU OF INTERNAL REVENUE 

  REVENUE MEMORANDUM ORDER NO. 7-2023 

  POLICIES, GUIDELINES AND PROCEDURES IN THE PROCESSING 

AND MONITORING OF ONE-TIME TRANSACTIONS (ONETT) AND 

ISSUANCE OF ELECTRONIC CERTIFICATE AUTHORIZING 

REGISTRATION (eCAR) THRU THE eONETT SYSTEM 

23.02.23 付/全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 国家による投資の支援の実行のいくつかの問題に関する 2016 年 1 月 14 日付

カザフスタン共和国政府決定No.13への変更の導入に関するカザフスタン共和

国政府決定 
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2023 年 2 月 23 日付 No.158／公布の日から施行 

2 外国人によるカザフスタン共和国の永住許可の取得のための高需要の職種リ

スト及び当該リストの作成規則の承認に関するカザフスタン共和国労働・社会

福祉相の命令 

2023 年 2 月 20 日付 No.49 同月 21 日法務省登録 No.31938／同月 28 日

施行 

3 第三国との相互貿易における技術的障害の廃止手続及び条件に関する条約の

批准に関するカザフスタン共和国法律 

2023 年 2 月 27 日付 No.204-VII ZRK 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 技術規格に関するウズベキスタン共和国法律 

2023 年 2 月 27 日付 No.ZRU-819／同年 8 月 29 日施行 

2 適合認証機関の認可に関するウズベキスタン共和国法律 

2023 年 2 月 27 日付 No.ZRU-820／同年 8 月 29 日施行 

3 国際条約（2022 年 3 月 29 日に署名されたウズベキスタン共和国とトルコ共

和国との間の特恵貿易協定）の承認に関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2023 年 2 月 22 日付 No.PP-65／同月 23 日施行 

4 シルク産業の更なる発展に係る措置に関するウズベキスタン共和国大統領決

定 

2023 年 2 月 24 日付 No.PP-73／同日施行 

5 国際条約（2022 年 6 月 21 日に署名されたウズベキスタン共和国政府とアゼ

ルバイジャン共和国政府との間の不法移民の防止における協力に関する協定）

の承認に関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2023 年 2 月 27 日付 No.PP-75／同年 3 月 1 日施行 

 

第 15 トルコ 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

1 奨励を与える投資セクターを分類する件（電気自動車及び関連する活動） 

23.02.15 制定 ミャンマー投資委員会告示第 1/2023 号 

 

第 18 添付法令資料 
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   1 韓国相続税及び贈与税法施行令（目次） 

   2 中国行政単位財務規則（目次） 

   32023 年の最低賃金の決定に関する 2022 年 11 月 16 日付インドネシア共和国

労働大臣規則 No. 18（目次） 

   4 銀行保証に関して定めるベトナム国家銀行の通知（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 
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永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

三冨 貴博  弁護士：日本法令担当 

宮澤 旭麿  弁護士：日本法令担当 

飯田 悠   弁護士：日本法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山本 大介  弁護士：シンガポール法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


